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年企発 1222 第３号 

平成２３年１２月２２日 

 

地方厚生（支）局保険年金（年金）課長 殿 

 

 

 厚生労働省年金局        

企業年金国民年金基金課長 

 （ 公 印 省 略 ） 

 

 

東日本大震災復興特別区域法の施行に伴う確定拠出年金法の事務処理について 

 

 

 東日本大震災復興特別区域法（平成 23 年法律第 122 号。以下「法」という。）、東

日本大震災復興特別区域法施行令（平成 23年政令第 409号。以下「令」という。）及

び厚生労働省関係東日本大震災復興特別区域法施行規則（平成 23 年厚生労働省令第

151号。以下「規則」という。）の施行に伴う確定拠出年金法の特例関係の取扱いにつ

いては、平成 23 年 12 月 22 日年発 1222 第１号をもって年金局長から地方厚生（支）

局長あて通知されたところであるが、その特例に係る取扱いの細部については、下記

のとおりであるので、御了知のうえ、都道府県、市町村及び関係機関への周知方、格

別の御配慮を願いたい。 

 

記 

 

第１ 脱退一時金の請求手続について 

 １ 特例に係る脱退一時金の請求手続は、確定拠出年金法（平成 13年法律第 88号）

附則第３条第１項の脱退一時金の請求に必要な手続と同様とすること。 

２ 規則第２条の規定により読み替えて適用する確定拠出年金法施行規則（平成 13

年厚生労働省令第 175 号）第 70 条第２項第２号の「請求者の住居又は家財が東

日本大震災により東日本大震災復興特別区域法施行令（平成 23年政令第 409号）

第５条第１項で定める損害を受けたことを明らかにすることができる書類」には、

次の書類が考えられること（これらの書類は写しでも差し支えないこと。）。 

（１）災害弔慰金の支給等に関する法律（昭和 48年法律第 82号）に基づく災害援

護資金の貸付けを受けていたことを明らかにすることができる書類 

（２）（１）の書類がない場合には、り災証明書をもって令第５条第１項で定める

損害を受けたことを明らかにする書類として取り扱うこととして差し支えな

いこと。 

３ 規則第２条の規定により読み替えて適用する確定拠出年金法施行規則第 70 条

STLXV
新規スタンプ



2 

 

第２項第３号の「請求者が平成 23 年３月 11日において企業型年金加入者であっ

た者である場合にあっては、実施事業所が東日本大震災による被害を受けたため

同日から平成 25 年３月 10 日までの間に当該実施事業所に使用されなくなったこ

とを明らかにすることができる書類」には、次の（１）又は（２）のいずれかの

書類が考えられること（これらの書類は写しでも差し支えないこと。）。 

なお、規則第２条の規定により読み替えて適用する確定拠出年金法施行規則第

70条第２項第４号の書類についても、同様であること。 

（１）雇用保険受給資格者証（離職理由が「11：解雇（１Ａ）」又は「12：天災等

の理由により事業の継続が不可能となったことによる解雇（１Ｂ）」に該当する

場合に限ること。） 

（２）労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）第 22 条第１項の規定による退職事由

証明書（退職の事由が東日本大震災による被害を受けたことである場合に限る。） 

４ 規則第２条の規定により読み替えて適用する確定拠出年金法施行規則第 70 条

第２項第６号の「請求者が第２号被保険者でないことを明らかにすることができ

る書類」には、次の（１）から（３）のいずれかの書類が考えられること（これ

らの書類は写しでも差し支えないこと。）。 

（１）雇用保険受給資格者証 

（２）健康保険法（大正 11 年法律第 70 号）又は国民健康保険法（昭和 33 年法律

第 192号）の規定による被保険者証（請求者が健康保険の被保険者である場合

にあっては、当該者が被扶養者である場合に、請求者が国民健康保険の被保険

者である場合にあっては、保険者が市町村又は特別区である場合に限ること。

それ以外の場合にあっては、（１）又は（３）の書類も必要であること。）。 

（３）日本年金機構が発行する被保険者記録照会回答票 

５ 規則第２条の規定により読み替えて適用する確定拠出年金法施行規則第 70 条

第２項第７号の「請求者が東日本大震災復興特別区域法第 34 条の規定により読

み替えて適用する場合における法附則第３条第１項の脱退一時金を厚生労働省

関係東日本大震災復興特別区域法施行規則（平成 23 年厚生労働省令第 151 号）

第１条で定める事業のために使用すると見込まれる者として東日本大震災復興

特別区域法第 34 条の認定を受けた特定地方公共団体（同法第４条第１項に規定

する特定地方公共団体をいう。）の長が認めた者であることを明らかにすること

ができる書類」とは、別紙又はこれに準ずる様式により特定地方公共団体の長が

証した書類であること（書類は写しでも差し支えないこと。）。 

 

第２ その他の事項 

１ 規則第１条の「請求者の生活の再建又は安定向上に資する地域振興事業」と

は、脱退一時金を職場復帰のための費用、住居改修のための費用その他請求者

の生活再建等のために使用することが地域の振興につながるような事業をい

うこと。 

２ 特例による企業型年金規約の変更は不要であること。 


